
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施による効果（令和４年度）
（円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

夏期光熱費助成事業

① コロナ禍において原油価格や電
気・ガス料金等を含む物価が高騰
している中、経済的負担を軽減す
るため、住民税非課税世帯等を支
援
② 生活支援給付金（1世帯あたり1
万円）、事務費

131,415,049 131,308,101 131,308,101 106,948

新型コロナウイルス感染症によ
る物価高騰で生じた住民税非課
税世帯等（12,510世帯）の経済
的負担を軽減することができ
た。

子育て世帯生活応援事業①

① 物価高騰の影響下における子育
て世帯を支援
② 市内共通クーポン券の支給（児
童（0歳～中学3年生）1人あたり1
万円）

167,469,887 167,469,887 167,469,887

新型コロナウイルス感染症によ
る物価高騰で生じた子育て世帯
（児童14,782人）の経済的負担
を軽減するとともに、市内消費
の下支えをすることができた。

キャッシュレス決済推進事業

① 新型コロナウイルス感染症拡大
防止を目的としてキャッシュレス
決済システムを導入
② キャッシュレス決済システム構
築経費

10,185,670 9,933,000 9,933,000 252,670

キャッシュレス決済システムを
導入することで、新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止に取り
組むことができた。

デジタル田園都市国家構想推
進交付金

① 新型コロナウイルス感染症拡大
防止を目的としてマイナンバー
カードを活用した自動交付機を導
入
②自動交付機設置経費

7,238,449 6,133,270 3,066,635 3,066,635 1,105,179

自動交付機を2台導入すること
で、新型コロナウイルス感染症
の拡大防止に取り組むことがで
きた。

中小企業ＤＸ導入加速化事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中小企業者等が取り組む、
デジタル技術を活用した業務の変
革や販路開拓等の事業再構築を支
援
② ＤＸによる業務の変革や販路開
拓等に要する経費への補助

26,471,080 26,471,080 26,471,080

新型コロナウイルス感染症によ
る行動様式の変化への対応や販
路開拓などのDX化を進める市内
31事業者の取組を促進すること
ができた。

補助対象外事業
費

（Ａ）－（Ｂ）
事業実施による効果事業名

事業の概要
①目的
②交付金を充当する主な経費内容

総事業費
（Ａ）

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ）
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国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）
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省エネ設備等導入支援事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中小企業者等が取り組む、
省エネ設備等の導入を支援
② 省エネ診断結果に基づき導入す
る省エネ設備等への補助

15,501,050 15,407,000 15,407,000 94,050

新型コロナウイルス感染症によ
るエネルギー価格高騰に対応す
ため、省エネを進める市内21事
業者の取組を促進することがで
きた。

中小企業緊急省エネ対策支援
事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中で直面する原油価格や物
価高騰対策として、省エネルギー
設備を導入する中小企業者等を支
援
② 省エネ設備の導入経費への補助

17,278,000 17,278,000 11,820,962 5,457,038

新型コロナウイルス感染症によ
るエネルギー価格高騰に対応す
ため、省エネを進める市内94事
業者の取組を促進することがで
きた。

農業経営継続緊急支援事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中で直面する肥料高騰対策
として、肥料購入の高騰分を支援
② 肥料価格高騰分への補助

9,769,500 9,769,500 9,769,500

農業者588者に対し、新型コロ
ナウイルス感染症による肥料高
騰分を支援することで、次期作
への取組を促進することができ
た。

農業省エネ対策支援事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中で直面する燃料費高騰対
策として、省エネ対策に取り組む
農業者を支援
② 省エネにつながる点検、修理等
にかかる経費への補助

6,013,298 6,013,298 6,013,298

新型コロナウイルス感染症によ
るエネルギー価格高騰に対応す
ため、省エネを進める農業者57
者の取組を促進することができ
た。

給食費高騰緊急対策事業

① コロナ禍において原油価格・物
価等が高騰する中、特に大きな影
響を受けている子育て世帯の経済
的負担が増加しないよう、保育所
等、小中学校における給食の食材
費の一部を支援
② 食材費の高騰分にかかる経費へ
の補助

22,713,537 22,713,537 22,713,537

新型コロナウイルス感染症によ
る物価高騰で生じた子育て世帯
（児童数約15,000人分）の経済
的負担を軽減することができ
た。
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消毒作業支援事業

① 市民の安全・安心を速やかに確
保するため、新型コロナウイルス
感染症患者等が発生した場合に必
要な消毒作業に係る経費を支援
② 感染者等が接触した家屋等の消
毒作業に要する経費への補助

10,000,000 10,000,000 10,000,000

消毒作業37件を支援すること
で、新型コロナウイルス感染症
の拡大防止を促進することがで
きた。

プレミアム付商品券発行事業

① コロナ禍において、エネルギー
や食料品価格等の物価高騰の影響
を受けている市民の経済的負担を
軽減し消費を下支えするため、プ
レミアム付き商品券を発行
② 商品券プレミアム分（20%）、
事務費

83,830,408 83,830,408 83,830,408

新型コロナウイルス感染症によ
る物価高騰で生じた市民の経済
的負担を軽減するとともに、プ
レミアム付商品券換金総額は約
11億円となるなど、市内経済を
活性化することができた。（支
出額はR4分の換金及び事務費分
のみ。）

子育て世帯生活応援事業②

① 物価高騰の影響下における子育
て世帯を支援
② 市内共通クーポン券の支給（児
童（0歳～中学3年生）1人あたり1
万円）、事務費

56,441,814 56,441,814 56,441,814

新型コロナウイルス感染症によ
る物価高騰で生じた子育て世帯
（児童15,000人分）の経済的負
担を軽減するとともに市内経済
を活性化することができた。
（支出額はR4分の換金及び事務
費分のみ。）

運行事業者等緊急支援事業

① 新型コロナウイルス感染症の影
響により厳しい経営状況に置かれ
ている中で直面する燃料費高騰対
策として、低燃費タイヤを導入す
る運送事業者等を支援
② 低燃費タイヤの購入にかかる経
費への補助

1,245,000 1,245,000 1,245,000

新型コロナウイルス感染症の影
響による物価高騰で生じた運送
事業等11者の経済的負担を軽減
することができた。

妊娠出産子育て支援交付金

① コロナ禍における物価高騰に伴
う子育て世帯支援として、妊娠
時、出産時にそれぞれ5万円分の
クーポン券を発行
② クーポン券換金分、事務費

9,008,679 8,792,103 2,315,000 6,477,103 216,576

新型コロナウイルス感染症の影
響による物価高騰で生じた子育
て世帯（1,560組分）の経済的
負担を軽減することができた。
（支出額はR4分の換金及び事務
費分のみ。）
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プレミアム付商品券発行事業
（繰越分）

① 新型コロナウイルス感染症のの
影響を受けている市内経済の活性
化を図るため、プレミアム付商品
券を発行
② 商品券プレミアム分（20%）、
事務費

126,563,435 126,563,435 100,000,000 26,563,435

プレミアム付商品券への換金総
額は約9億円となり、新型コロ
ナウイルス感染症の影響を受け
た市内経済の下支えをすること
ができた。

701,144,856 699,369,433 5,381,635 661,967,325 32,020,473 1,775,423合計
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